
新宿区内の路上生活者概数とこれまでの対策（平成13年～平成25年）
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　※　本概数調査は、都が各区土木主管課、各駅等施設管理者からの 調査報告をとりまとめた資料をもとに作成. 　※　各欄の右下の斜体の数は、各数のうち女性の人数（内数）. 　※　区施設内訳中の「道路等」は、道路及び庁舎周辺.

〔支援施策等の推移〕

H１４．７月、国「ホームレス自立支援法」（以下、「特措法」）施行：10年間の時限立法で施行（～Ｈ24）

H12.7月「路上生活者対策事
業に係る都区協定書（以下、
都区協定）」及び「路上生活
者対策事業実施大綱（以
下、大綱」「路上生活者対策
事業実施要綱（以下、要
綱）」制定
H12．11月、自立支援セン
ター「新宿寮」開設
H13.3月、都「東京ホーム
レス白書」発表
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第１回策定委員会資料

平成25年8月2日

〔路上生活者概数調査〕 （年号 ： 平成）　（単位 ： 人）

H２１.10月、都「第2次実施計画」策定

H10.4月、新宿区内2か所に
ホームレス暫定自立支援セン
ターを設置。

23　年

17年

8 月

22　年18　年

21　年19　年

国・都・特別
区の
ホームレス
支援

8月、自立支援セン
ター「港寮開設」
⇒10月、新型自立
支援センターに移行

4月、「都区協定」「大
綱」「要綱」改訂

　

H１６．7月、都「ホームレスの自立支援等に関する東京都実施計画」（以下、都「実施計画」）策定

社会・経済
の動き

１２月、「年越し派遣村」
開設　　　⇒　⇒　⇒

H２０．7月、国「基本方針」第1回改訂

4月、都区協定改訂
により、「巡回相談
事業」開始
4月、都区共同自立
支援システムに
「バックアップセン
ター」開設
※「バックアップセ
ンター」…各区から
の申し込み調整、宿
所提供施設等への相
談員の派遣、統一的
な職員研修等を行
う、特別区人事・厚
生組合厚生部の包括
的支援事業。

5月、特別区厚生部長会
「厚生関係施設再編整
備計画」⇒施設転換・
改修等による定員増、
バックアップセンター
開設、指定管理者制度
導入等を計画
8月、緊急一時保護セン
ター「千代田寮」開設

H１５．7月、国「ホームレスの自立の支援等に関する基本方針」（以下、国「基本方針」）策定

Ｈ24．６月、「特措法」5年延長

H25、都「第３次実施
計画」策定中

2月、特別区長会
「路上生活者対策
事業の今後の展開
について」⇒社会経
済状況に対応した
対策を都・区共同
で引き続き実施。
また、早期の社会
復帰に向けた一貫
性のある継続的支
援を各区の公平性
を維持しながら推
進する。

4月、「宿泊所等
入所者相談援助
事業」開始
４月、「巡回相
談事業」開始

8月、特別区長会「路
上生活者対策事業の
再構築」（緊急・自
立両センターの統
合、自立支援住宅の
設置を特別区長会に
提言）

10月、自立支援セン
ター
新宿寮」閉鎖⇒同「中央
寮」開設

10月、特別区厚生部長
会「厚生関係施設再編
整備計画」改訂⇒路上
生活者対策に対する
厚生施設との連携・
役割分担を明確化

７月、都区共同事業「地域生活移行支援事業」開始（～２０年度）
※H16～18年度のアパート移行数⇒23区：1,541人、新宿区内：421人（戸山公園　228人、新宿中央公園　193人）
※上記以外に区内では、H１９年度に区立西戸山公園、諏訪公園、諏訪の森公園で実施。

25　年

リーマンショックにより、
経済・雇用情勢が急速に
悪化
「派遣切り」社会問題化

22　年 24　年

12月、「年末年始生活
総合相談」（公設派遣
村）開設

新宿区の
ホームレ
ス支援

H10．6月、新宿区議会「総
合的な路上生活者対策を求
める意見書」を国へ提出
Ｈ13～15年、新宿区路上生
活者実態調査

4月、自立支援ホーム
開設

※新宿区の路上生活者
が、都調査で23区内最多
となる。

5月、都「東京ホーム
レス白書Ⅱ」発表
⇒これまでの成果の
検証と再構築

H13.8月、「都区協定書」
「大
綱」「要綱」改訂⇒都区共同
の自立支援システム構築
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Ｈ10.2月　新宿駅西口「段
ボールハウス火災事件」
↓↓
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3月、都,「 TOKYOチャ
レンジ介護」事業開始
(雇止め・派遣切り対
策)

14年 15年

道路等

(内、新宿
中央公園)

公　園

4月、「都区協定」及び
「大
綱」「要綱」改訂
⇒緊急・自立両センターの
統合、自立支援住宅の設
置を事業化
4月、都、「TOKYOチャレ
ンジネット」開設
（ネットカフェ等に起居
する住居喪失不安定就労
者支援）

区内の駅施設（B）

H12．5月特別区長会
⇒自立支援センター設置承
認
⇒施策方針を「応急救護」か
ら「自立支援」に転換

8月、
区「第Ⅲ期推進計画」
策定開始

4月、地域生活安定促
進事業開始

Ｈ１８．２月、「新宿区ホームレスの自立支援等に関する推進計画」（以下、「推進計画」）策定　〈Ｈ１８年度～Ｈ２２年度〉

Ｈ２２．２月、区「第Ⅱ期推進計画」策定　〈Ｈ２２年度～Ｈ２５年度〉
4月、拠点相談事業
「とまりぎ」開始


